
報酬請求上の留意事項について
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令和５年度指定障害福祉サービス事業者等集団指導資料

(生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援)

日 中 活 動 サ ー ビ ス

障害者支援施設・療養介護

宿泊型自立訓練・就労定着支援
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Ⅰ 加算等に関する届出書について



3



4



5



6



7



8



9

Ⅱ 加算等届出に関する注意事項について
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利用者数の取扱いについて

利用者数

報酬算定上満たすべき従業員の員数又は加算等若しくは減算の算定要件を
算定する際の利用者数は、当該年度の前年度の平均を用いる。
（毎年４月１日に始まり翌年３月３１日をもって終わる年度の平均を用いる。）
※療養介護等入所する施設は、入所等した日を含み退所等した日を含まない。

新規指定
定員増

(就労定着除く）

新規指定
（就労定着）

定員減

定員超過減算

◼定員超過減算の算定について、以下の利用者は除く。
①市町村が行った措置者。
②「地域生活への移行が困難になった障害者及び離職した障害者の
入所施設等への受入について」に該当する者。

③災害等やむを得ない理由により定員の枠外として取り扱われる入所者
④就労継続支援Ｂ型利用のためのアセスメントを受ける利用者（就労移行支援）

新規・定員増      6か月                      １年 

定員の 90%(①) 
期間①の全利用者数の延数を 

期間①の開所日数で除して得た数 

直近 1 年間の全利用者数の延

数を開所日数で除して得た数 

 

新規                    6か月                    １年 

一体的に運営する施設の 

6か月就労定着者数の 70%(②) 

期間②の全利用者数の延数を 

６(開所月数)で除して得た数 

直近 1年間の全利用者数の延数

を 12(開所月数)で除して得た数 

 

定員減        ３か月 

定員減前の 

利用者数実績(③) 

期間③の全利用者数の延数を 

期間③の開所日数で除して得た数 
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定員規模別単価の取扱いについて

定員区分

多機能型事業所等においては、実施する複数の障害福祉サービス又は

昼間実施サービスの利用定員の合計数を利用定員とした場合の基本報酬を

算定する。

共生型障害福祉サービス事業所においては、実施する複数の障害福祉サービス
及び介護保険サービスの利用定員の合計数を利用定員とした場合の基本報酬を
算定する。

基本報酬算定上の定員数

多機能型等

定員区分

各種加算について、事業ごとに算定要件を勘案するものについては、

サービス種別ごと、またはサービス提供単位ごとの定員数として、加算を算定する。

加算算定上の定員数

（例）
生活介護（定員10人）、就労継続支援A型（定員10人）及び就労継続支援B型（定員30人）を提供する
多機能型事業所



多機能型等定員区分を用いる加算

生活介護・・・人員配置体制加算、常勤看護職員等配置加算

就労移行支援体制加算

施設入所支援・・・夜勤職員配置体制加算

自立訓練(機能訓練,生活訓練)・・・就労移行支援体制加算

就労継続支援Ａ型・・・重度者支援体制加算、就労移行支援体制加算

賃金向上達成指導員配置加算

就労継続支援Ｂ型・・・重度者支援体制加算、就労移行支援体制加算

目標工賃達成指導員配置加算
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従業者の勤務形態について

常勤 勤務時間が事業所の定める勤務すべき時間数に達している。

非常勤 上記の勤務時間に達していない。

専従 勤務時間中にその職種以外の職務に従事していない。

兼務 勤務時間中にその職種以外の職務に同時並行的に従事している。

常勤換算方法
従業者の勤務延べ時間数を、常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することに
より、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法。

1 2 3 4 5 6 7

8 8 8 8 8

8 8 8 8 8

8 8 8 8 8

5 5 5 5 5

サービス管理責任者 常勤・兼務 Ｘ

生活支援員 常勤・専従 Ｙ

職種 勤務形態 氏名

第１週

管理者 常勤・兼務 Ｘ

生活支援員 非常勤・専従 Ｚ

（生活介護・勤務形態一覧表抜粋）

1 2 3 4 5 6 7

Ａ事業所 5 5 5 5 5

Ｂ事業所 3 3 3 3 3

勤務先 職種 勤務形態 氏名

生活支援員 非常勤・専従 Ｗ

第１週

生活支援員 非常勤・専従 Ｗ

日中活動系サービスのサビ管と管理者は
業務に支障がない範囲で兼務できる。

直接処遇職員が複数職種、
複数事業所を勤務する場合、

勤務時間を分けなければならない。

※常勤・非常勤は正規・非正規雇用とは関係ない
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Ⅲ 身体拘束廃止未実施減算について
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減算要件 減算期間 算定単位

①指定障害福祉サービス基準又は指定障害者支援施設基
準の規定に基づき求められる身体拘束等に係る記録が行
われていない場合。なお、施設等において身体拘束等が行
われていた場合ではなく、記録が行われていない場合である
点に留意すること。

②指定障害福祉サービス基準又は指定障害者支援施設基
準の規定に基づき求められる身体拘束等の適正化のため
の対策を検討する委員会を定期的に開催していない場合

③身体拘束等の適正化のための指針を整備していない場合。

④身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施してい
ない場合。具体的には、研修を年１回以上実施していな
い場合。

※②～④に係る経過措置は令和５年３月31日で終了して
います。

要件が発生し
た翌月から改
善が認められた
月まで

利用者全員に
5単位/日減算

身体拘束廃止未実施減算の概要

対象となるサービス
居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、療養介護、生活介護、短期入所
重度障害者等包括支援、施設入所支援、自立訓練（機能訓練及び生活訓練）
就労移行支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型（Ｂ型は基準該当を含む）、共同生活援助


